
論文 プレキャスト部材水平接合部の応力伝達に関する研究

*1 *2五十嵐 賢次 ・倉田 光春

本論文はプレキャスト部材の水平接合部に作用するせん断力に対して，鉛直接合筋要旨：

のダボ抵抗による応力伝達機構について述べている。弾性支承上の梁の理論および有限要

素法解析を用いて，コンクリートの局部応力による見かけ上の弾性係数を低減し，鉛直接

合筋が塑性ヒンジを形成して，大変形に至らない範囲として まで展開している。ま5mm

た，鉛直接合筋比をパラメータとした水平接合部の部材実験を行い，ダウエル強度，水平

接合部強度式による耐力と比較してその有効性を検討した。

プレキャスト部材，水平接合部，応力伝達，ずれ挙動キーワード：

1. はじめに

プレキャスト鉄筋コンクリート構造は，構造

設計指針に相当するものがなく，現状ではプレ

キャスト部材の接合部強度が，一体打ちコンク

リートと同等の剛性，耐力を有することを前提

に，在来工法の手法で構造計算を行っている。

筆者ら は剛性の高い部材である壁を対象と1)

して，水平ずれ変位を許容するプレキャスト水

平接合部の設計手法の確立と，それを可能とす

るディテールを模索している。中小地震に対し

ては建物の剛性で抵抗し，大地震に対してはプ

レキャスト壁の水平接合部がずれて靭性を確保

させるという，プレキャスト壁のダンパー機能

を持たせたＲＣ系制震装置化を目標としてい

る。そのためには，プレキャスト水平接合部が

ずれた場合に，全体系に与える影響を把握する

必要があるが，その前に水平接合部における応

力伝達とずれ挙動を解明しなければならない。

本論文は，水平接合部にせん断力が作用する

場合の，鉛直接合筋による応力伝達機構を明ら

かにするため，弾性支承上の梁の理論，および

有限要素法を用いて，塑性ヒンジ形成、さらに

それ以降のずれ変位 までのＱ－δ関係を5mm

算出した。また，接合部実験と比較検討し，そ

の有効性について述べている。

2. 弾性支承上の梁

鉛直接合筋の弾性時挙動は，地盤に埋込まれ

た杭が水平力に抵抗するように，弾性支承上の

梁として考える。その際に接合筋は，水平接合

部を境界にして逆対称応力を受けるので，頭部

は自由端（ ＝ ）扱いとする。M 0

x EsIs鉛直接合筋の軸方向を とし，曲げ剛性

が全長にわたって一定で，水平ずれ変位を とy

すると式( )の関係が成立つ1

( )1

ここで はコンクリート反力係数， は鉛直k dh

接合筋の直径， は水平方向のコンクリートPh

反力である。同様に，鉛直接合筋の曲げモーメ

ント，せん断力は式( )，( )で求められる。2 3

( )2

( )3

，接合筋の特性値を として式( )を用いるとβ 4

４階微分方程式の一般解は式( )になる。5

( )4

( )5

EsIs
dx4

d 4y
= -kh･d･y=Ph
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dx2

d 2y
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図－１ 鉛直接合筋の弾性時変位・応力分布

水平変位 曲げモーメント せん断力 コンクリート反力

=

この時， は積分定数である。水平接A,B,C,D

合部から十分に深い位置では水平変位はないも

のと考え， で となる。また， のx= y=0 x=0∞

境界条件では ，および という関係M=0 Q=-H

が成立つ。これにより積分定数を消去すると

式( )～( )になる。6 9

( )6

( )7

( )8

( )9

これら鉛直接合筋の弾性時の水平変位，曲げ

モーメント，せん断力およびコンクリート反力

の深さ方向( )の分布を表すと になる。x 図－１

を基本として，その倍位置が変位や応x=π/4β

力の 点やピーク値となり，モーメントの最大0

値は の位置となる。x=π/4β

また に用いる は，コンクリートの変形β kh

係数 と鉛直接合筋の直径 を用いて式( )E do 10

で表される。 は杭・地盤で考えるとき ，砂Eo
2)

質地盤の場合は平均Ｎ値の 倍を用いるが，粘7

性土地盤では１軸圧縮強度を用いており，これ

に倣う。１軸圧縮強度の代わりにコンクリート

圧縮強度 と， 時ひずみ を用い，これσ σ /2 εB B o

をコンクリートの弾性係数 に置換えると式Ec

になる。(11)

 y=
2EsIs�3

H
e-� xcos�x

M=-
H

�
e -�xsin�x

Q=-He -� x(sin�x-cos�x)

P h=-2H�e -�xcos�x

図－２ コンクリートの受ける圧力分布

( )10

( )11

3. コンクリート反力

コンクリートは鉛直接合筋を介して局部応力

を受けている。今，せん断力を受ける鉛直接合

筋周辺の応力分布 は の通りとなる。3) 図－２

応力分布は で最大，かつ で にθ=0 θ=π/2 0

なると仮定し，基準応力を とすると 時のP θo

応力は で表される。コンクリートP P cosθθ o= ･

，反力 と応力分布の 方向成分は釣合うのでP yh

式( )が成立して基準応力 が算出される。12 Po

( )12Ph

 

=P

=
�･ t･d･Po

4

o･ t･d/2
�/2

-� /2
cos2�d�  

kh=0.8Eo･d-3/4

Eo= 2�o

�B
=Ec

：基準応力

鉛直接合筋に水平力が生じる場合

コンクリートの受ける圧力

(tは接合筋長さ)
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基準応力 が弾性範囲であれば，弾性支承Po

上の梁として扱うことができるが，それを超え

る場合には有限要素法で考える必要がある。

その場合の解析モデルを に示す。解析モ図－３

デルは鉛直接合筋を線材に要素分割し，各節点

k dには水平バネを設ける この時 水平バネは。 ， h

に各要素の長さ を乗じて算出( ) ( )N/mm mm2

される。

コンクリートは１軸の場合，圧縮強度到達以

， 。降 応力度－ひずみ度曲線 は下り勾配に入る4)

圧縮強度時のひずみ度を とすると の時ε εcu cu,4

点でコンクリートは完全に圧壊し，剛性は と0

なる。鉛直接合筋により局部圧縮を受けるコン

クリートでは，圧縮応力は鉛直接合筋から離れ

ると減少し，背後のコンクリートが鉛直接合筋

の圧縮を受けるため，結果として 以上さらσB

に 以上の応力を受けることが可能となる。4εcu

但しこの場合，圧縮強度 以降の仮定であσB

り，コンクリートの弾性係数 をそのまま用Ec

いるには剛性が大き過ぎる。従って， 時のひσB

ずみ度 を通る ( 程度）勾配を水平バεcu Es =Ec/2

ネに用いることとする。局部圧縮を受けた時の

応力度－ひずみ度関係の概念を に示す。図－４

コンクリートの変形は，基準応力 が 以P σo B

下までは である。 を超えてからの変形はEs σB

漸次追加応力に対して，見かけ上 を低減さEs

せることで対応する。 に の見かけ上図－５ Es

の低減の考え方を示す。

今，基準応力 が を超えた にあり，P σ nσo B B

その時のひずみ度を とすると，コンクリートε

はエネルギーとして を受けている。まnσ ×ε/2B

た，接続筋に接しているコンクリートは 以σB

上を受けることができないので，これに同等の

面積を負担するとして のひずみ度が必要とnε

なる。 中の２つの等価面積の三角形は式図５

( )の関係であり，両者から の低減率 は13 Es m

式( )で表せる。つまり，基準応力 がコン14 Po

，クリート強度 を超え で表せる場合にはσ nσB B

低減率 は とすることができる。m 1/n2

( )13

( )14

図－３ 有限要素法解析モデル

図－４ コンクリートのσ－ε関係

図－５ の見かけ上の低減Es

4. 接合部実験

4.1. 実験概要

試験体は，Ｌ字形のブロック２体からなるＳ

字形のせん断試験体で，水平接合部として

が接しており，鉛直接合筋を２本配筋300mm

した。試験体の形状・配筋を に示す。図－６

， ，実験のパラメータは鉛直接合筋量で 2-D13

， ， の４種類として鉛直接合2-D16 2-D19 2-D22

P06N00 P09N00 P13N00 P17N00筋比で各々 ， ， ，

試験体と表した。なお，軸力はかけていない。

製作は２日に分けて，平打ちでコンクリート

打設した。鉛直接合筋はＬ字ブロック鉄筋と溶

接し，位置固定と十分な定着耐力を確保した。

Es = 
n･�B

�

  ,  m･Es = 
n･�
�B

m=
n2

1

水平力Ｈ 水平バネ

部分の等価エネルギーとして

部分の面積が必要になる。
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図－６ 試験体形状・配筋

図－７ 実験方法

表－１ 材料性状

加力は試験体を起こした状態でせん断力を載

荷した。一方向の繰返し加力のみで負方向は載

。 ，荷しなかった 繰返しは水平ずれ変位の制御で

～ をピークとした サイクルを行っ0.1 20mm 27

。 ，た 鉛直接合筋には曲率分布を測定するために

長さ方向の２面に計 枚ひずみゲージを貼付20

けた。その際に貼付け箇所のみの断面欠損を防

止するため，２本の溝切り加工を施した一様断

面にして，溝底面にひずみゲージを貼付けた。

d'溝切り寸法は幅 とし，加工後の径はb=4mm

である。実験方法と鉛直接合筋のひずみゲージ

貼付け位置を に示す。図－７

4.2. 使用材料

。コンクリートは呼び強度を で設定したFc30

鉛直接合筋には を用いた。 に材SD295A 表－１

料性状を示す。

D19

D10

D13～D22

PC鋼棒φ26
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テフロン3mm×2
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0

鉄筋はSD295A
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水平接合部
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せん断力Ｑ鉛直接合筋

変位計ホルダー

45
0

4
d d'

20
20

〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃

載荷方向

溝切り加工２本
ひずみゲージ両面貼付

ひずみゲージ2×10枚貼付
鉛直接合筋

加工後径
d'(mm)
D13 7.8
D16 10.7
D19 13.3
D22 16.6

鉄板治具ルーズホール加工

ルーズホール加工

試験体 P06N00 P09N00 P13N00 P17N00

圧縮強度σB 39.2 37.0 42.7 25.3

弾性係数Ec(×104) 2.96 2.82 2.92 2.40
呼び名 D13 D16 D19 D22

降伏点σy 386 360 344 342

弾性係数Es(×105) 2.06 2.05 1.77 1.94

コンクリート

(N/mm2)

鉛直接合筋

(N/mm2)

図－８ Ｑ－δ曲線

図－９ 曲率分布

4.3. 実験結果

せん断力(Ｑ)－水平ずれ変位(δ)の包絡曲線

を に示す。Ｑ－δ曲線は初期剛性と部材図－８

降伏後の剛性からなるバイリニア型であった。

鉛直接合筋量が多いほど初期剛性は高く，部材

降伏耐力も大きくなる。部材降伏後の勾配は鉛

直接合筋量が多いほど緩やかになり，水平ずれ

変位 時点では各試験体の耐力差が小さく20mm

なる結果となった。

鉛直接合筋の曲率分布を に示す。傾向図－９

としては，鉄筋径が大きくなるほど，曲率のピ

ーク位置は水平接合面から離れる。そして同一

変位での曲率が小さいことから，部材降伏時の

変位が大きくなることが分かる。

5. 解析

5.1. 解析モデル

各試験体の材料定数を用いて有限要素法解析

を行う。解析モデルを に示す。４試験図－１０

体とも 要素で 節点， 要素は で150 151 1 1mm

20
20

20
20

20
20

20
20

20
(m
m)

曲率 (cm-1)
-0.01 -0.005 0 0.005 0.01

P06N00
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P13N00
P17N00

水平接合部

【1mm変位時】
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水平ずれ変位δ(mm)
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30

60

90

120

150

せ
ん
断
力
Ｑ
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P09N00
P13N00
P17N00

(kN) ▽：鉛直接合筋降伏
水平接合部近傍の
ひずみゲージが降
伏に達した点

-694-



150mm 150全長 とし，水平バネは節点位置に

カ所設けた。水平力 が漸次累加され，曲げH

モーメントが全塑性モーメントを越えた場合

に，その節点はピンとして扱うが，水平バネが

まだ有効であるため，追加モーメント分布は

の下段のようになる。図－１０

5.2. 解析方法

解析方法を に示す。鉛直接合筋１本図－１１

当たりに 毎せん断力を増分し，その時の0.5kN

変位 ，曲げモーメント ，水平バネ反力からδ M

求まる基準応力 を算出する。 が を超えP P σo o B

た場合に水平バネを低減させる。また，曲げモ

図－１０ 解析モデル

塑性ヒンジ以前の解析モデルと追加モーメント

塑性ヒンジ以降の解析モデルと追加モーメント

水平力Ｈ

水平力Ｈ

塑性ヒンジ

水平バネ

ーメントが塑性モーメントを超えた場合には塑

性ヒンジを解析モデルに追加して解析を続け

る。水平ずれ変位量が大きくなると，鉛直接合

筋が伸びて水平接合部に付加軸力が生じ，この

モデルでは追随出来ないため まで解析を5mm

行った。鉛直接合筋は２本配筋されているので

せん断力 は水平力 の２倍，逆対称応力をQ H

受けているので水平ずれ変位は δとなる。2

図－１１ 解析方法

START

せん断力Ｑを加力
0.5kN／本 毎

δ＝δ＋Δδ
Ｍ＝Ｍ＋ΔＭ
Po＝Po＋ΔPo

Po≧σB

ｎ＝Po／σB
水平バネ低減1/n

2

Ｍ≧Ｍp

解析モデルに
塑性ヒンジを追加

δ≧5mm

END

NO

YES

NO

NO

YES

YES

図－１２ Ｑ－δ曲線の比較

0 1 2 3 4 5
水平ずれ変位δ(mm)

0

30

60

90

120

150

せ
ん
断
力
Ｑ
(kN)

P17N00

P13N00

P09N00

P06N00

解析値
実験値 ダウエル強度
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5.3. 実験結果との比較

Ｑ－δ曲線の解析結果を に示す。解図－１２

析値は 試験体を除いて，実験値に近接P17N00

している。Ｑ－δ関係は塑性ヒンジ以降，剛性

が小さくなり実験値とよい対応を示し，部材降

P17N00伏点として評価が可能となる。また，

試験体の剛性が低いのは，材料定数のコンクリ

ート強度と弾性係数が小さいことによる。

弾性時剛性で，弾性支承上の梁の理論および

解析値との比較を に示す。弾性支承上の表－２

梁では ，解析値は を用いたが，実験値とEc Es

は解析値が比較的よく合致している。

実験値の接合筋降伏時の荷重と，解析値およ

びダウエル強度 ，水平接合部強度式 による5 6) )

耐力との比較を に示す。解析値は実験値表－３

よりも約 ％，ダウエル強度よりも ％以上10 30

小さくなっている。実験値が水平接合部の部材

表－２ 初期剛性

表－３ 降伏耐力

計算値１：ダウエル強度式
D (N)：鉄筋一本のダウエル強度

( )db：鉄筋直径 mm
f'c (N/mm )：コンクリートの設計基準強度

2

fy (N/mm )：ダウエル鉄筋規格降伏点
2

計算値２：水平接合部強度式

ただし， は 未満とする。ph 0.01
(N/mm )τDH：水平接合部の終局せん断応力度

2

σy (N/mm )：鉛直接合部の材料強度
2

比ph：水平接合部に対する接合筋断面積
σ (N/mm )h：軸方向応力度

2

D=1.3db2 fc'･fy

�DH= 0.7 �y･p h+� h p h<= 0.005
�DH=0.7 �y /2 p h+ 0.005 +�h p h> 0.005

実験値 弾性支承 解析値

(kN/mm) (kN/mm) (kN/mm)

P06N00 166.2 280.2 0.59 140.1 1.19

P09N00 177.9 366.0 0.49 183.0 0.97
P13N00 210.0 456.0 0.46 228.0 0.92
P17N00 274.3 489.4 0.56 244.7 1.12

試験体名 実／解実／解

実験値 解析値 計算値１ 計算値２

(kN) (kN) (kN) (kN)

P06N00 33.2 27.0 40.7 52.2
P09N00 50.2 44.0 64.4 70.2
P13N00 72.2 66.0 101.2 81.3
P17N00 128.9 76.0 108.5 80.8

試験体名

降伏点を正確に表しているわけではないが，解

析値とダウエル強度の間であり，Ｑ－δ関係の

対応を見れば，ダウエル強度よりも精度よく評

価されている。ダウエル強度は接合筋とコンク

リートとの釣合いから算出されるが，その値は

Ｑ－δ曲線上では部材降伏以降のずれ変位が進

行した位置にプロットされる。水平接合部強度

式は実験の統計式だが，今回は適用範囲外の

， の２試験体を除くと，ダウエP13N00 P17N00

ル強度よりも高くなった。

6. まとめ

コンクリートの見かけ上の弾性係数を低減し

た有限要素法解析手法は，水平接合部の耐力評

5mm価と，軸力のない場合の水平ずれ変位が

程度までの範囲の評価に対して有用である。

また，弾性支承上の梁の理論を用いる場合，

コンクリートの変形係数 は弾性係数 のE Eco

程度とすると実際の挙動によく合う。1/2
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